
 

資料３－６ 

 
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 （案） 

 
１． 会計基準 

公益財団法人の四半期決算に関する一般に公正妥当と認められた会計基準はないため、年度決

算に関する一般に公正妥当と認められた公益法人会計の基準に準拠して作成している。 
 
２． 重要な会計方針 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっている。 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品        取得価額により算出している。但し、時価が取得価額より下落した場 
合には、時価をもって貸借対照表価額とする。 

 
（３） 固定資産の減価償却の方法 

 

無形固定資産 定額法によっている。 

 

リース資産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期 

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

（４） 引当金の計上基準 

 

貸倒引当金   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

いる。 

 

賞与引当金 職員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当第１四半

期に帰属する負担額を計上している。 

 

退職給付引当金 職員の退職給付に備えるため、当第１四半期会計期間末の退職給付

債務の見込額に基づき計上している。 

 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当第１四半期

会計期間末要支給額を計上している。 

 

（５） 消費税等の会計処理 

 

消費税等の会計処理は税込方式によっている。 

四半期末における消費税等の計算については資金管理料金特別会計、再資源化預託金等特

別会計及び承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計を独立の納税主体とみなして計算

している。 
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３． 特定資産の増減額及びその残高 

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（注）当期減少額には、部署間異動に伴い会計間で資金移動した金額（2,323,440 円）が含まれている。 

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目
前会計年度末残高
（平成24年度末）

当期増加額 当期減少額
当第1四半期

会計期間末残高
（平成25年6月末）

特定資産
再資源化預託金等特定資産 873,326,362,015 18,319,118,049 13,989,634,815 877,655,845,249

小　　　計 873,326,362,015 18,319,118,049 13,989,634,815 877,655,845,249
合　　　計 873,326,362,015 18,319,118,049 13,989,634,815 877,655,845,249

承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目
前会計年度末残高
（平成24年度末）

当期増加額 当期減少額
当第1四半期

会計期間末残高
（平成25年6月末）

特定資産
承認・認可済特定再資源化
預託金等特定資産 -                     329,914,764 329,914,764 -                     

小　　　計 -                     329,914,764 329,914,764 -                     
合　　　計 -                     329,914,764 329,914,764 -                     

 
 

資金管理料金特別会計 （単位：円）

科　　目
前会計年度末残高
（平成24年度末）

当期増加額 当期減少額
当第1四半期

会計期間末残高
（平成25年6月末）

特定資産
退職給付引当資産 27,948,061 2,846,659 5,600,560 25,194,160

小　　　計 27,948,061 2,846,659 5,600,560 25,194,160
合　　　計 27,948,061 2,846,659 5,600,560 25,194,160

４． 特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 

資金管理料金特別会計 （単位：円）

特定資産
退職給付引当資産 25,194,160 (-) (-) (25,194,160)

小　　　計 25,194,160 (-) (-) (25,194,160)
合　　　計 25,194,160 (-) (-) (25,194,160)

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

特定資産
再資源化預託金等特定資産 877,655,845,249 (-) (-) (877,655,845,249)

小　　　計 877,655,845,249 (-) (-) (877,655,845,249)
合　　　計 877,655,845,249 (-) (-) (877,655,845,249)

科　　目
当第1四半期

会計期間末残高

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

科　　目
当第1四半期

会計期間末残高

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）
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５． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当第１四半期会計期間末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当第１四半期会計期間末残高は、次のとおりである。 

 

資金管理料金特別会計 （単位：円）

リース資産 2,105,849 1,579,392 526,457

科　　目 取得価額 減価償却累計額
当第1四半期

会計期間末残高

資金管理料金特別会計（有価証券） （単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時     価 評価損益
国債
　利付国債（20年）第25回 3,065,781,299 3,066,122,000 340,701

合     計 (1銘柄) 3,065,781,299 3,066,122,000 340,701

再資源化預託金等特別会計（再資源化預託金等特定資産） （単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時     価 評価損益
国債
　利付国庫債券（10年）第284回 22,558,142,204 23,736,130,000 1,177,987,796
　利付国庫債券（10年）第319回 21,484,712,982 21,886,337,200 401,624,218
　利付国庫債券（10年）第310回 19,642,207,625 20,160,460,000 518,252,375
　その他の国債(62銘柄) 612,746,502,168 630,239,648,950 17,493,146,782

小     計 (65銘柄） 676,431,564,979 696,022,576,150 19,591,011,171
地方債
　福岡県公募公債平成22年第1回 1,507,624,492 1,561,200,000 53,575,508
　栃木県公募公債平成22年第1回 1,500,573,694 1,535,850,000 35,276,306
　その他の地方債(148銘柄） 41,728,465,623 43,091,881,488 1,363,415,865

小     計 (150銘柄) 44,736,663,809 46,188,931,488 1,452,267,679
政府保証債
  日本高速保有・債務返済債券第173回 1,891,652,811 1,886,056,500 △ 5,596,311
  地方公共団体金融機構債券第11回 1,876,263,755 1,964,099,400 87,835,645
　その他の政府保証債(146銘柄） 63,807,480,887 65,742,708,100 1,935,227,213

小     計 (148銘柄) 67,575,397,453 69,592,864,000 2,017,466,547
その他の有価証券(186銘柄） 82,273,545,418 84,939,016,000 2,665,470,582

合     計 (549銘柄) 871,017,171,659 896,743,387,638 25,726,215,979

６． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

 

（注）当財団にて購入・運用している国債等の債券は、満期時に債券額面による償還を受けることを予

定していることから、満期保有目的の債券としての会計処理である償却原価法（定額法）により評価し

ている。 

上記表に記載した「評価損益」は、期末時点の償却原価法に基づく帳簿価額と時価との差額であり、満

期時に債券額面による償還を受ける場合に見込まれる損益を示すものではない。 
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７． 退職給付関係    

（１） 採用している退職給付制度の概要 

 

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 
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（単位：円）

①退職給付債務 20,605,930
②退職給付引当金 20,605,930

（２） 退職給付債務及びその内訳 

 

 

（３） 退職給付費用に関する事項 

 

 

（単位：円）

①勤務費用 2,273,130
②退職給付費用 2,273,130

（４） 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

退職一時金制度に基づく当第１四半期会計期間末自己都合要支給額を退職給付債務としている。 

 

８． 特定再資源化預託金等の額 

固定負債の勘定科目である再資源化等預託金、情報管理預託金及び未払再資源化預託金等利息の

残高に含まれる特定再資源化預託金等の額は、次のとおりである。 

（単位：円）

再資源化等預託金 807,299,068,017 8,076,565,664
情報管理預託金 14,446,417,420 36,801,710
未払再資源化預託金等利息 61,633,399,874 715,254,609

固定負債合計 883,378,885,311 8,828,621,983

科　　目
当第1四半期

会計期間末残高
うち特定再資源化

預託金等の額

 

 


